
地理的表示保護制度活用総合推進事業
【１７２（１７４）百万円】

対策のポイント
地理的表示（ＧＩ）保護制度の活用を進めるため、ＧＩの登録申請や普及

を支援するとともに、海外における模倣品調査や、ＧＩの外国との相互保護

の実現に向けた海外における知的財産の保護・侵害対策を支援します。

＜背景／課題＞

・地理的表示（ＧＩ）保護制度は、地域で育まれた伝統を有し、その高い品質等の特性

が生産地と結びついている農林水産物・食品の名称を知的財産として保護する制度で

あり、平成27年６月から運用が開始され、平成29年12月末時点で58産品が登録されて

います。

・海外では日本の農林水産物の模倣品等が相次いで確認されており、我が国農林水産物

のブランド価値の低下が懸念されています。ＧＩ保護制度は国際的な知的財産保護制

度であり、我が国でＧＩとして登録されることにより海外においても日本の農林水産

物の高い価値が保護され、農林水産物の輸出促進につながることが期待されます。

政策目標
農林水産物・食品の輸出額を拡大

（7,502億円（平成28年度）→１兆円（平成31年））

＜主な内容＞

１．地理的表示保護制度活用促進事業[拡充] １２３（１２１）百万円

（１）地理的表示保護制度推進（継続）

ＧＩ保護制度の活用を進めるため、ＧＩ登録申請に向けた相談に対応する支援

窓口を設置するとともに、ＧＩ登録申請に当たって必要となる調査の実施を支援

します。

（２）知的財産・地域ブランドビジネス化支援（継続）

ＧＩを活用した地域ブランド化等を促すため、国内外のＧＩ産品を流通関係者

や消費者等に紹介する展示会等を開催し、制度の普及・活用を推進します。

（３）地理的表示海外保護・侵害対策（新規）

海外における我が国のＧＩ保護を進めるため、外国へのＧＩ登録申請の支援、

我が国の登録ＧＩ産品の名称等が不正に使用された場合等の侵害対策への支援、

外国とのＧＩ協力のための真正な日本のＧＩ産品を海外実需者等に周知するため

の展示会の出展への支援を行います。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体等

［平成30年度予算の概要］
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２．海外知的財産保護・監視委託事業[継続] ３７（４０）百万円

日本のＧＩ産品等の保護のため、海外における模倣品の調査、商標登録等の状況

を調査し、都道府県等関係機関と共有することで、海外における知的財産侵害対策

の強化を図ります。

委託費

委託先：民間団体等

３．地理的表示産品情報発信委託事業[継続] １１（１２）百万円

国内におけるＧＩ制度の普及・活用促進及びＧＩ産品の認知度向上を図るととも

に、外国とのＧＩ相互保護の実現や海外での販売促進に役立てるため、日本のＧＩ

登録産品の情報を、日本語及び英語等多言語で海外の政府関係者、国内外の流通関

係者や消費者等にわかりやすく発信し、日本のＧＩの知名度向上を図ります。

委託費

委託先：民間団体等

[お問い合わせ先：食料産業局知的財産課 （０３－６７３８－６３１７）]



地理的表示（ＧＩ）保護制度活用総合推進事業  【172（174）百万円】 

○国内外の流通事業者・消費者に対し、日本のＧＩ産品 
    の魅力を分かりやすく発信 

【映像で紹介】  
・生産の様子 
・調理法 
・伝統性 

・日本語で 
・英語で 
・その他の 
  言語で…    

地理的表示産品情報発信委託事業 

○ＧＩを活用した地域ブランド化の促進 

展示会等の開催 

知的財産・地域ブランドビジネス化 

○地理的表示保護制度活用支援窓口（ＧＩサポートデス 
     ク）の設置 
（アドバイザー（学識経験者、弁理士、コンサルタント等）等による
相談体制を整備） 

ＧＩ申請生産者団体 市町村 実需者 

生産者 生産者団体 

説明会
の開催 

専門家
の派遣 

申請手
続支援 

ＧＩ保護制度推進 

申請のポイント 
・産品の特性の明
確化 
・産品の特性と地域
の結びつき 
・社会的評価の分
析等 

海外知的財産保護・監視委託事業 

○ × 

○○ ○○ 

海外でのＧＩ不正使用監視 

○知的財産の重要性と保護を
意識啓発 

○ＧＩ不正使用の監視 
・ＧＩ産品の模倣品、ＧＩマークの不正使用の監視 
・地理的表示の冒認出願・登録の監視 
・海外現地市場調査 

・日本地名の海外における商標出願・ 
  登録の監視 
・知的財産侵害対策等の相談対応 
・セミナーの開催 

地理的表示保護制度活用促進事業 

農林水産知的財産
保護コンソーシアム 

情報共有 
ＪＥＴＲＯ 

地方公共
団体 

専門家 

農林水産業関係団体等 

・不正使用への警告状の送付 
・冒認商標出願への対応 など 

○ＧＩ侵害対策に必要な経費等を 
     支援 

○ＧＩ保護のための海外へのＧＩ 
     申請等を支援 

○諸外国との協力の下で行う   
   展示会等への出展支援 

夕
張
メ
ロ
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・真正な我が国GI産品を海外の実需者に
周知⇒相互保護の促進（タイ、ベトナム） 

海外でのＧＩ保護・侵害対策 

 
【相互保護の課題】 
・海外における日本 
 のＧＩ産品の知名度 
 向上（模倣品の横 
 行） 
 

・国家間の相互保護 
 の実現には一定の 
 時間が必要 

諸外国とのＧＩ
相互保護の
実現に向けて 

国内外のＧＩ産地・
ＧＩ産品を関係者が
一体となってＰＲ 

ＧＩ生産者
団体 



植物品種等海外流出防止総合対策事業［拡充］
【９５（８３）百万円】

(平成29年度補正予算 ２４０百万円)

対策のポイント
海外における品種登録や侵害対応について支援するとともに、品種保護の

ための技術的課題の解決や、アジア各国における品種保護制度の整備を促進

するための協力活動を推進します。

＜背景／課題＞

・我が国で開発された優良な植物品種は海外の輸出市場でも高く評価されていますが、

このような優良品種が海外で正当な対価が支払われることなく栽培されれば、農産物

輸出に支障をきたすことが懸念されます。このため、海外において品種登録するとと

もに、侵害された場合には、栽培の差止め等適切な侵害対応を行っていくことが必要

となります。

・あわせて、植物品種保護制度が十分に整備されていないアジア各国において品種保護

制度の整備・充実を促していくことが重要です。

政策目標
農林水産物・食品の輸出額を拡大

（7,502億円（平成28年）→１兆円（平成31年）

＜主な内容＞

１．植物品種等海外流出防止総合対策事業（補助） ４９（３７）百万円

(平成29年度補正予算 ２４０百万円)

（１）海外出願支援体制の整備
海外への品種登録出願に際しての相談を一元的に受け付ける相談窓口を設置す

るとともに、主な出願先国への出願マニュアルを作成します。また、我が国優良

品種の海外流出･侵害実態調査を行うとともに、海外における育成者権侵害があっ

た場合の対応への支援を行います。

（２）海外出願経費の支援
我が国農産物の輸出力強化につながる優良な植物品種について、海外における

品種登録出願（育成者権取得）に係る経費を支援します。

（３）種苗資源の保護
我が国で古くから栽培されてきた伝統野菜等の種苗資源について、地域におい

て保存する取組を支援します。

（４）国際種子検査協会（ISTA）総会開催支援
国際的に流通する種苗の信頼性を担保する国際組織である国際種子協会（ISTA）

の日本での総会開催を支援します。

補助率：定額、２／３以内、１／２以内

事業実施主体：植物品種等海外流出防止対策コンソーシアム

［平成30年度予算の概要］
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２．植物品種等海外流出防止総合対策事業（委託） ４６（４６）百万円

（１）東アジア植物品種保護フォーラムの運営
東アジア各国(ASEAN+3)の品種保護制度を整備・充実し、その国際調和を図るた

め、各国の政策決定者等による「東アジア植物品種保護フォーラム」の開催等を

実施します。

（２）技術的な課題の解決
海外における育成者権の保護や育成者権侵害への対応等を支える技術的な課題

について、優先度の高い課題の機動的な解決を行います。

（３）種苗産業動向調査
国内種苗産業の発展、海外における植物品種保護・活用に資するため、国内外

の種苗産業の規模や動向、各国の種苗施策等を調査します。

委託費

委託先：植物品種等海外流出防止対策コンソーシアム等

［お問い合わせ先：食料産業局知的財産課 （０３－６７３８－６４４３）］



食料産業局  

Copyright 2016 Food Industry Affairs Bureau.  Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.  

 海外において、我が国の優良品種が無断栽培されることにより農産物の輸出に支障をきたす
ことがないよう、海外における品種登録や権利侵害対応を支援するとともに、主な輸出先であ
るアジア各国における品種保護制度の整備を促進。 

１ 植物品種等海外流出防止総合対策事業（補助） 

２ 植物品種等海外流出防止総合対策事業（委託） 

東アジアにおける品種保護制度の整備、海外における植物品種保護等のための優先度の高い技術
課題の機動的な解決、国内外における種苗産業現状の調査 等 

海外出願経費の支援 
海外で品種登録を行うことが、我が国農産物の輸
出力強化につながる優良な植物品種について、海
外への品種登録出願に係る経費を支援  

海外出願支援体制の整備 
・海外での品種登録に関する相談窓口の設置 
・主な出願先国への海外出願マニュアルの作成 
・我が国優良品種の海外流出･侵害実態調査 
・海外での育成者権侵害対応に係る経費の支援 

育
成
者
権
者 

海外出願相談 
･支援申請 

出願経費の支援 
（定額･1/2） 

海外での権利 
侵害発生 

侵害対応経費 
の支援（2/3） 

我が国からの
輸出農産物と
競合し得る優
良品種につい
て、 
海外への流出 
・無断栽培を
防止して、輸
出促進に貢献 
 

植物品種等海外流出防止対策コンソーシアム(事業実施主体） 

【平成29年度補正 240 百万円】 
植物品種等海外流出防止総合対策事業        【 95（83）百万円（拡充）】 
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